
別表第２（第４条関係） 

１ 施設基準 

区分 基準内容 

道路に

関する

基準 

１ 接続道路の幅員 

接続道路については、舗装幅員３．０メートル以上を確

保すること。また、開発事業者の車両と地元車両の交錯が

見込まれる場合は、地元車両とのすれ違いを考慮するこ

と。        

２ 接続道路の舗装 

大型車両の通行が、１日１０回以上となる場合におい

て、舗装厚が表層５センチメートル未満、下層路盤２０セ

ンチメートル未満であるときは、あらかじめ、道路管理者

と協議の上、断面決定するものとし、この場合の道路改良

に関する工事は、開発事業者が行うこと。 

３ 接続道路の路面排水 

接続道路の法面を埋立てる場合には、道路敷地端部に側

溝を設置して路面排水を最寄りの排水路へ流下させるこ 

と。また、設置する道路側溝と既設舗装の間は、アスファ

ルト等で舗装をすること。 

４ 交通安全対策 

（１） 道路に進入路を取り付ける場合には、道路管理者と 

協議の上、道路管理者の指示に従うこと。 

（２） 事業用地が接する道路が通学路に当たるときは、必

要に応じて道路管理者、教育委員会等と協議のうえ交通

安全措置を講ずること。 

（３） 事業用地からの保管物、土砂等の搬出入に伴う環境 

汚損等を防止し、他の交通の妨げとならないようにする 

こと。 

（４） 道路通行上危険のおそれがある箇所には、交通安全 



 

施設、防護柵等の安全施設を設置すること。 

（５） 他の交通に支障があると予想される場合は、交通誘

導員の配置、安全施設の設置等の措置を講ずること。 

排水施

設に関

する基

準 

１ 事業用地内の雨水を適切に排出するための排水施設を設

けること。 

２ 事業用排水は直接排水せず、終末処理施設又は浄化槽の

浄化汚水装置を経て、排水施設に接続すること。 

３ 排水施設の排水能力が不足するときは、承認工事等によ

り整備すること。 

４ 排水施設の管理者と十分な協議を行うこと。 

５ 事業者の排水施設については、責任をもって維持管理す

ること。 

６ 接続する排水施設の維持管理に協力すること。 

２ 保管基準 

保管に

関する

基準 

１ 保管に関する基準の対象となる行為 

施行規則第２条第２号及び第３号に掲げる行為とする。 

２ 囲いの基準 

事業用地の周囲に地盤面から１．８メートル以上の高さ

の囲い（構造耐力上安全であるものに限る。）を設けるこ

と。 

３ 管理の基準 

（１） 事業用地から再生資源物等が飛散し、流出し、及び

地下浸透し、並びに悪臭が発散しないように、必要な措

置を講ずること。 

（２） 屋外において再生資源物等を容器や包装を用いず保

管する場合にあっては、積上げられた保管物の高さが、

保管の場所の各部分について次のア及びイに掲げる場合

に応じ、当該ア及びイに定める高さを超えないようにす

ること。 



 

ア 保管の場所の囲いに保管物の荷重が直接かかる構 

造である部分（以下「直接負荷部分」という。）が 

ない場合、当該保管の場所の任意の点ごとに、地盤 

面から、当該点を通る鉛直線と当該保管の場所の囲 

いの下端（当該下端が地盤面に接していない場合に 

あっては、当該下段を鉛直方向に延長した面と地盤 

面との交線）を通り水平面に対し上方に５０パーセ 

ントの勾配を有する面との交点（当該点が２以上あ 

る場合にあっては、最も地盤面に近いもの）までの 

高さ 

イ 保管の場所の囲いに直接負荷部分がある場合、次の

（ア）及び（イ）に掲げる部分に応じ、当該（ア）

及び（イ）に定める高さ 

（ア） 直接負荷部分の上端から下方に垂直距離５０セ

ンチメートルの線（直線負荷部分に係る囲いの高さ

が５０センチメートルに満たない場合にあっては、

その下端）（以下「基準線」という。）から当該保 

管の場所の側に水平距離２メートル以内の部分につ

いて、当該２メートル以内の部分の任意の点ごと

に、次の a に規定する高さ（当該保管の場所の囲い

に直接負荷部分でない部分がある場合にあっては、 

a 又は b に規定する高さのうちいずれか低いもの） 

a 地盤面から、当該点を通る鉛直線と当該鉛直線 

への水平距離が最も小さい基準線を通る水平面と

の交点までの高さ 

b アに規定する高さ 

（イ） 基準線から当該保管の場所の側に水平距離２メ

ートルを超える部分について、当該２メートルを超

える部分内の任意の点ごとに、次の a に規定する高

さ（当該保管の場所の囲いに直接負荷部分でない部



 

分がある場合にあっては、a 又は b に規定する高さ 

のうちいずれか低いもの） 

    a 当該点から、当該点を通る鉛直線と、基準線か 

     ら当該保管の場所の側に水平距離２メートルの線 

     を通り水平面に対し上方に５０パーセントの勾配 

     を有する面との交点（当該交点が２以上ある場合 

     にあっては、最も地盤面に近いもの）までの高さ 

b アに規定する高さ 

  ウ その他必要な措置 

４ その他の基準 

  施行規則第２条第１号については、使用済自動車の再資

源化等に関する法律（平成１４年法律第８７号）に準ず

ること。 

３ 環境基準 

区分 基準内容 

環境保

全対策

に関す

る基準 

１ 焼却行為（野焼き）の禁止 

  廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第

１３７号）の規定に準じて、廃棄物の焼却はしないこと。 

２ 騒音及び振動の防止対策 

特定施設等の設置の騒音及び振動に係る規制基準又は特 

定建設作業の騒音及び振動に係る規制基準については、騒音

規制法（昭和４３年法律第９８号）、振動規制法（昭和５１

年法律第６４号）及び県民の生活環境の保全等に関する条例

（平成１５年愛知県条例第７号）の規定に準ずること。 

３ 廃棄物処理の対策 

（１） 廃棄物の処理及び清掃に関する法律の規定に準じて、

廃棄物の処理を行うこと。 

（２） 有価物と廃棄物を混在した状態で保管しないこと。 

（３） 有価物と廃棄物を分別し、分別した状態で保管すると



 

ともに、保管物の種類が明確に把握できるように看板等で

掲示すること。 

４ その他 

（１） 事業用地周辺の地域住民の健全な生活環境の維持及び

向上に支障がないよう、必要な措置を講ずること。 

（２） 事業活動に伴い、発生した騒音や振動等に対して、地

域住民からの苦情が生じた場合は、直ちに苦情の解決とな

るための必要な措置を講ずるとともに、再発防止の対策を

行うこと。 

（３） 事業活動に伴い、事業用地周辺の公共物、工作物等に

影響を及ぼさないこと、又は機能を阻害させないこと。 

（４） 蚊、ハエ等の発生の防止に努め、事業用地内の清掃を

保持すること。 

（５） 施設の破損その他の事故を防止するため、定期的に巡

回監視及び点検を実施すること。 

 


